
品川区障害者虐待防止対策事業実施要綱 
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改正 平成 25 年 3 月 4 日 区長決定 

要綱第 26 号 

改正 平成 27 年 3 月 31 日 部長決定 

要綱第 359 号 

改正 令和４年４月１日 部長決定 

要綱第 195 号 

改正 令和８年４月１日 区長決定 

要綱第 200 号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律（平成 23 年法律第 79 号。以下「法」という。）に基づき、障害者虐待

の防止および早期発見、障害者虐待を受けた障害者の迅速かつ適切な保護なら

びに養護者に対する適切な支援を行うことにより、障害者の権利擁護に資する

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「障害者虐待」とは法第２条第２項の規定する、次の

各号に掲げるものをいう。 

⑴ 養護者による障害者虐待 

⑵ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 

⑶ 使用者による障害者虐待 

 

（対象者） 

第３条 この要綱において「障害者」とは、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84

号）第２条第１号に規定する障害者をいう。 

 

（品川区障害者虐待防止センターの設置） 

第４条 区は障害者虐待の通報または届出があった場合における迅速な対応お

よび適切な支援を行うため、法第３２条第１項の規定に基づき、障害者支援課

に「品川区障害者虐待防止センター」（以下「センター」という。）を設置する。 

２ センターは、次の各号に掲げる事業を実施する。 

⑴ 通報および届出の受理にあたっては、専用電話回線を引き、必要な情報を

聴取する。ただし、夜間休日は閉庁時事務処理マニュアルに基づき、警備室

において、通報内容の聴取をする。 

⑵ 養護者による障害者虐待の防止および養護者による障害者虐待を受けた



障害者保護のための相談、指導および助言。 

⑶ 障害者虐待の防止および養護者に対する支援に関する広報・啓発活動。 

 

（初動対応方針の決定） 

第５条 センターが、前条第２項第１号の規定による通報および届出を受理した

ときは、直ちに障害者支援課長、課内全係長および担当者（以下「コアメン

バー」という。）により初動対応の方針を協議する。 

 

２ センターは、前項の協議において、虐待の可能性および緊急対応の必要性を

判断するとともに、初動対応方針および職員の役割分担等を決定する。 

 

（事実確認および訪問調査の実施） 

第６条 センターは、前条の規定による初動対応方針をもとに、速やかに受理し

た通報および届出の内容に関する事実の確認を行う。 

２ センターは、前項の事実の確認において、関係機関からの情報収集および訪

問調査を実施する。 

 

（個別ケース会議の開催） 

第７条 センターは前条の規定による事実確認を実施後、事案に応じて、必要な

支援ができる各機関等の担当者を招集し、虐待事案に対する援助方針、援助内

容、各機関の役割、当該事案の主担当および連絡体制等について協議する。 

 

（立入調査） 

第８条 区長は、養護者による障害者虐待により障害者の生命または身体に重大

な危険が生じているおそれがあると認められる場合であって、養護者の協力を

得ることができない場合は、法第１１条第１項の規定に基づき、立入調査する

ことができる。 

 

（障害者の保護） 

第９条 区長は、養護者等による障害者虐待により障害者の生命や身体に重大な

危険が生じているおそれがあると認められるときは、法第９条第２項の規定に

基づき、当該障害者を一時的に保護するものとする。 

 

２ 区長は、養護者等による障害者虐待を受けた障害者について前項の措置を講

ずるため法第１０条の規定に基づき、当該障害者を受け入れるための居室を確

保するものとする。 

 

 （障害者の緊急一時保護） 

第１０条 区長は、養護者等による障害者虐待により障害者の生命や身体に重大

な危険が生じているおそれがあると認められ、緊急の対応が必要なときは、前



条第１項の措置への移行等必要な措置が講じられるまでの間において、当該障

害者を緊急に一時保護（以下「緊急一時保護」という。）することができる。 

 

 （対象者および保護の内容） 

第１１条 緊急一時保護の対象者は、区内に住所を有する障害者であって、次の

各号に掲げる要件をすべて満たすものとする。ただし、区長が特に必要と認め

るときは、この限りでない。 

⑴ 養護者による障害者虐待により生命または身体に重大な危険が生じてい

るおそれがあり、緊急に保護が必要な状態であること。 

⑵ 伝染性疾患のないこと（感染性疾患を有する者については、伝染のおそれ

がないこと。）。 

２ 緊急一時保護の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 養護者からの保護 

⑵ 居室の確保 

⑶ 身の回りの日用品の提供 

⑷ 食事の提供 

⑸ 医療費の助成 

３ 緊急一時保護は、法第９条第２項に規定する障害者支援施設等（以下「施設

等」という。）を運営する事業者に委託し実施するものとする。 

 

（保護期間） 

第１２条 緊急一時保護の期間は、２泊３日を限度とする。ただし、区長がやむ

を得ない特別の理由があると認めるときは、必要最小限の範囲内で日数を増や

すことができる。 

 

（利用申請および決定） 

第１３条 緊急一時保護を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、障

害者緊急一時保護利用申請書（第１号様式）を区長に提出するものとする。た

だし、申請者の状態により区長がやむを得ないと認めるときは、この限りでな

い。 

２ 区長は、前項の申請があったとき（前項ただし書の規定により区長がやむを

得ないと認める場合を含む。）は、速やかに実地調査等により実情を把握し、

適当と認めるときは障害者緊急一時保護利用決定通知書（第２号様式）により、

不適当と認めるときは障害者緊急一時保護利用却下通知書（第３号様式）によ

り、申請者に通知する。 

３ 区長は、前項の規定により緊急一時保護の利用を決定したときは、第１１条

第３項により緊急一時保護を受託する事業者に通知するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１４条 区長は、前条第２項の規定により緊急一時保護の利用決定を受けた者



（以下「要保護者」という。）が、施設等において次の各号のいずれかに該当

する行為を行ったときは、当該決定を取り消すことができる。 

⑴ 他人に危害を及ぼし、または他人に迷惑となるおそれがある行為 

⑵ 前号に掲げるもののほか、施設等の管理上支障があると認められる行為 

２ 区長は、前項の規定により決定を取り消したときは、障害者緊急一時保護利

用決定取消通知書（第４号様式）により要保護者に通知する。 

 

（費用等） 

第１５条 第９条第１項および第１０条に規定する障害者の保護の実施に要す

る費用は、区が負担する。 

２ 当該費用の支払いを受けるにあたっては、日用品費等請求書（第５号様式）

を区長に提出しなければならない。 

３ 利用者は、緊急一時保護に要した費用の請求および受領に関する権限を緊急

一時保護を受託した事業者に委任することができる。この場合においては、前

項の請求書に加え、委任状（第６号様式）を区長に提出しなければならない。 

 

（モニタリング・虐待対応の終結） 

第１６条 センターは、個別ケース会議の決定に基づき、状況に応じて定期的に

モニタリングを実施し、障害者や養護者の状況確認や再評価をしながら相談に

応じ、必要な支援を実施する。 

２ 虐待対応を終結する場合は、個別ケース会議により、決定する。 

 

（障害者福祉施設従事者等による虐待の対応） 

第１７条 障害者福祉施設従事者等による虐待の対応については、第６条、第７

条および第１５条までの規定を準用する。 

２ センターは、障害者福祉施設従事者等による虐待に関する通報を受けた時は、

法第１７条の規定に基づき事業所所在地の都道府県に報告する。 

３ 区長は、個別ケース会議により虐待が認められたときは、法第１９条の規定

に基づき社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）その他関係法律

の規定による権限を適切に行使する。 

 

（使用者による障害者虐待の対応） 

第１８条 使用者による障害者虐待の対応については、第６条、第７条および第

１５条までの規定を準用する。 

２ センターは、使用者による虐待に関する通報等を受けた時は、法第２３条の

規定に基づき事業所所在地の都道府県に通知する。 

 

（関係機関との連携） 

第１９条 区は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護および自



立の支援ならびに養護者に対する支援を適切に実施するため、次に掲げる連携

協力体制の整備を図るものとする。 

⑴ 区が設置した「品川区虐待防止ネットワーク推進協議会」において、区民

の虐待等の対応を組織的に行い、区内虐待防止の関係機関等の協力体制整備

を図ること。 

⑵ 障害者虐待等の早期発見やその被害者の適切な保護または支援に関する

協議を行うこと。 

 

（委任） 

第２０条 この要綱の実施について必要な事項は、別に福祉部長が定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２４年１０月１日から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２５年 ４月１日から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２７年 ４月１日から適用する。 

 

 付 則 

この要綱は、令和 ４年 ４月１日から適用する。 

   

 付 則 

この要綱は、令和 ８年 ４月１日から適用する。 

 



第１号様式(第９条関係) 

 
障害者緊急一時保護利用申請書 

 
 品川区長    あて 
 
 次のとおり申請します。 

年  月  日   

申

請

者 

フ リ ガ ナ   

生年月日   年  月  日 
氏 名   

居 住 地 〒 
     電話番号             

フ リ ガ ナ   
生年月日     年  月  日 

利 用 申 請 に 係 る 児 童

氏 名 
  

続 柄   

身 体 障 害 者 手 帳 
番 号  愛 の 手 帳 

番 号  

精神障害者保健福祉手帳 
番 号  疾 病 名  

他

サ

ー

ビ

ス

利

用

の

状

況 

障 害 福 祉 関 係 
サ ー ビ ス 

障 害 支 援

区分の認定 有・無 区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ 有効

期間 
 

利用中のサービスの種類、内容等 

介 護 保 険 
サ ー ビ ス 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援 （  ） ・要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類、内容等 

利用希望期間     年    月    日  ～      年    月    日 

申請に係る具体的内容  

 
 
 
 

 

 



第2号様式(第9条関係) 

第     号   

  年  月  日   

                様 
 

品川区長          印  

 
 

障害者緊急一時保護利用決定通知書 
 
 
     年  月  日付で申請のありました障害者緊急一時保護の利用について、下記のとおり決定
しましたので通知します。 
 
 

記 

 

利用者氏名 

 

居住地 
 

決定内容 

 緊急一時保護決定期間 
      年   月   日   から 

            年   月   日   まで 
  

 



第３号様式(第９条関係) 

第    号   
年  月  日   

 
          様 
 
 

品川区長          印   

 
 

障害者緊急一時保護利用却下通知書 
 
 

   年  月  日付で申請のありました障害者緊急一時保護の利用については、下記の理由によ
り却下することとしましたので通知します。 
 
 

記 
 
 却下の理由 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 



第４号様式（第９条関係） 

 
  第     号   

    年  月  日   
 
 
 

障害者緊急一時保護利用決定取消通知書 
 
 
 
          様 
 
 

品川区長          印   

 
 
     年  月  日付で決定しました障害者緊急一時保護の利用につきましては、下記の理由により

取消しましたので通知します。 
 

記 
 
取消対象期間      年  月  日  から      年  月  日  まで 

 

 

取消の理由 
 
 
 
 
 
 
 



第 5 号様式（第 9 条関係） 
年  月  日 

品川区長 あて 

所在地 

申請者  名称 

代表者氏名 

 

日用品費等請求書 

 

   年  月  日で決定のあった品川区障害者虐待防止対策事業実施要綱

第９条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

利用者氏名  

居住地  

請求額             円 

緊急一時保護 
 （利用期間：   年  月  日 から   年  月  日  まで） 

内容 

請求額 円 

日用品費  

その他  

 
※一時保護中に購入した日用品費の領収書を添付してください。 



第 6 号様式（第 9 条関係） 

 
委 任 状 

 
品川区長 あて 
 
 
                          年   月   日 
 
 
（委 任 者）  住所                         
 
           氏名                        
 
 
 
私は下記の者を代理人と定め、障害者一時保護に関する次の権限を委任します。 
 
                          年   月   日 
 
         住所                          

受任者 
         名称                           
 
         代表者氏名                     
 
         委任事項  

当該事業所での支払金の請求について 

 

（事業者） 

 


